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子 保 発 ○ ○ 第 ○ 号 

令 和 2 年 ○ 月 ○ 日 

 

   

各 都道府県 保育関係行政主管部（局）長 殿 

 

厚生労働省子ども家庭局保育課長 

（公 印 省 略）     

 

 

 

「令和２年度新たな待機児童対策提案型事業」に係る 

提案募集について 

 

 

 標記について、「令和２年度新たな待機児童対策提案型事業」の採択を行うため、別

添「令和２年度新たな待機児童対策提案型事業募集要領」に基づき、下記のとおり、

応募書類を提出願います。 

 なお、都道府県におかれては、貴管内市区町村（指定都市、中核市を含む。以下同

じ）へ周知方よろしくお願いいたします。 

 

 

記 

 

 

１ 提出書類 

（１）「令和２年度新たな待機児童対策提案型事業」の提案募集について（別紙１） 

（２）令和２年度新たな待機児童対策提案型事業実施計画書（別紙２） 

（３）令和２年度新たな待機児童対策提案型事業所要額内訳書（別紙３） 

（４）（団体等に委託する場合）委託先団体等の概況書（別紙４） 

 

２ 提出期限 

  令和２年５月29日（金）（期限厳守） 

 

３ 提出方法 

  郵送及び電子メールにて提出 

※ 貴管内市区町村の実施事業については、貴管内市区町村で提出書類を作成し、

都道府県において書類をとりまとめの上、提出願います。 
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４ 提出先 

（郵送先）〒１００－８９１６ 

     東京都千代田区霞が関１－２－２ 

     厚生労働省子ども家庭局保育課 待機児童対策係 

（アドレス）taikijidou@mhlw.go.jp 

 

 
【照会先】 

 厚生労働省子ども家庭局 

保育課 待機児童対策係 堀江 水上 

 TEL  03-5253-1111（内線 4840） 

 FAX  03-3595-2674 
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令和２年度新たな待機児童対策提案型事業募集要領 

 

 本事業は、待機児童対策協議会（以下、「協議会」という。）に参加する地方公共団体が、地

域の実情に応じ、待機児童解消等に向けた先駆的な取組を実施することにより、待機児童対

策の一層の推進を図ることを目的としている。 

 このため、本事業の募集要領について以下のとおり定めるので、提案団体は各事項に留意

の上、応募されたい。 

 

１ 実施主体（提案主体） 

  実施主体は、協議会を設置した都道府県又は協議会に参加し、かつ子ども・子育て支援

法施行規則の一部を改正する内閣府令附則第８条（平成 30 年内閣府令第 21 号）に該当す

る市町村（特別区及び一部事務組合を含む。）（以下、「都道府県等」という。）又は都道府県

等が認めた者とする。 

なお、都道府県等が認めた者へ委託等を行うことができる。この場合において、都道府

県等は、委託等先との連携を密にし、事業に取り組むとともに、委託等先から定期的な報

告を求めるものとする。 

 

２ 事業の内容 

  都道府県等が提案する待機児童解消等に向けた先駆的な取組であって、厚生労働省が適

当と認めた事業について採択を行い、当該事業の実施に必要な費用を補助する。 

 

３ 実施要件 

（１）対象事業 

本事業は、以下のいずれかに該当する事業で、協議会に諮ったものを対象とする。 

    ① 保育の受け皿拡大を図る事業 

   ② 保育人材の確保を図る事業  

③ 多様な保育の促進を図る事業 

   ④ その他、特に待機児童解消に資すると考えられる事業 

（２）対象外の事業 

以下のいずれかに該当する事業については、本事業の対象としないものとする。 

   ① 国庫補助等の対象である事業、又は国庫補助等の対象である事業の補助金額等の

上乗せや補助対象の拡大に当たる事業 

② 過去に一般財源化された国庫補助事業等 

   ③ 前年度までに取組実績のある既存の地方単独事業（既存事業の実施箇所数の増等

を含む） 

   ④ 認可外保育施設であって、認可保育所等への移行を目指していない施設を対象と

した事業 
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   ⑤ 現金給付等（バウチャー等を含む）を行う事業 

（３）評価指標（ＫＰＩ）の設定等 

   ① 事業の実施にあたり、来年度４月１日時点の待機児童数をゼロにする（当該年度

に待機児童が存在しない場合は、次年度においてそれを維持する）ことを評価指標

（ＫＰＩ）として必ず設定すること。 

     あわせて、提案する事業に関連した評価指標（ＫＰＩ）を設定すること。 

② 評価指標（ＫＰＩ）は、都道府県等のホームページ等により、事業の取組内容等と

ともに公表するなど「見える化」を行うこと。 

③ ①により設定した評価指標(ＫＰＩ)を達成できなかった場合は、その要因を分析し、

国に報告すること。なお、政策効果が低いと認められる場合は、補助金を返還させる

ことがある。 

（４）事業周知のための広報媒体の作成 

① 実施した取組を全国的に展開できるよう広報媒体を作成すること。 

②  広報媒体については、全国会議（部局長会議等）や厚生労働省ホームページにおい

て 

公表する場合があること。 

 

４ 事業の採択について 

 以下の点等を総合的に審査の上、予算の範囲内で採否を決定する。 

  ① 事業実施計画、所要額内訳書、委託先団体等の概況書（団体に委託する場合）の記

載内容について不備がないこと。 

  ② 本募集要領の規定に合致していること。 

  ③ 地域の実情や特殊性を踏まえ、地域の課題に対応した事業であること。 

  ④ 創意工夫や先駆性があり、他の地方公共団体等にも参考となり得るような汎用性が

あること。 

  ⑤ 事業内容から評価指標（ＫＰＩ）が適切に設定されていると見込まれること。 

 

５ 応募方法 

（１）提出書類 

提案募集のための提出書類は以下の①～④とする。（提出にあたっては、全てＡ４用紙片

面印刷によること。） 

① 「令和２年度新たな待機児童対策提案型事業」の提案応募について（別紙１） 

② 令和２年度新たな待機児童対策提案型事業実施計画書（別紙２） 

③ 令和２年度新たな待機児童対策提案型事業所要額内訳書（別紙３） 

④ （団体等に委託する場合）委託先団体等の概況書（別紙４） 

 

なお、事業を実施した地方公共団体は、実施状況報告書を提出することとする。 
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実施状況報告のための提出書類は以下の⑤～⑧とする。（提出にあたっては、全てＡ４用

紙 

片面印刷によること。） 

⑤ 「令和２年度新たな待機児童対策提案型事業」の実施状況報告について（別紙５） 

⑥ 令和２年度新たな待機児童対策提案型事業実施状況報告書（別紙６） 

⑦ 令和２年度新たな待機児童対策提案型事業実績額内訳書（別紙７） 

⑧ 広報資料 

 

 

（２）提出期限 

① 提案募集のための提出書類の提出期限は以下のとおりとする。 

令和２年５月29日（金） 

※ 提出期限を経過して届いた提出期限については、受け付けないので、締め切りの厳守について、特に

留意すること。 

② 実施状況報告のための提出書類の提出期限は以下のとおりとする。 

   令和３年４月９日（金） 

（３）提出方法及び提出先 

（１）の提出書類は、郵送及び電子メールにて提出することとする。 

（郵送先）〒１００－８９１６ 

      東京都千代田区霞が関１－２－２ 

      厚生労働省子ども家庭局保育課 待機児童対策係 

（アドレス）taikijidou@mhlw.go.jp 

 

６ 補助基準額等 

（１）補助基準額 

   １都道府県等当たり年額 10,000 千円 

   複数の自治体で一の事業を行う場合は、１事業当たり年額 10,000 千円 

（２）補助率 

定額補助（10/10） 

（３）補助対象経費 

事業を実施するために必要な報酬、給料、職員手当等、賃金、共済費、謝金、旅費、需

用費（消耗品費、燃料費、会議費、印刷製本費）、役務費（通信運搬費、広告料、手数料）、

委託料等 

 

７ 留意事項 

① 事業終了後に提出する実施状況報告書（以下「報告書」という。）について報告書の

他、 

３（４）の広報媒体も合わせて提出すること。 
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② 複数の都道府県等が共同して事業を行う場合については、いずれかを代表として選

定するなどして、応募を行うこと。（連名による応募は認めない。） 

  ③ 提出期限を過ぎてからの提出書類の追加提出や差し替えは認めないこと。 

  ④ 必要に応じて、中間報告を求める場合があるので、あらかじめ承知しておくこと。 

⑤ 事業に携わる者は、事業により知り得た個人情報等を漏らしてはならないものとす

る。 

また、事業終了後及びその職を退いた後も同様とする。 

なお、本事業を実施する都道府県等が、事業の全部又は一部を委託する場合は、個人

情報の保護を十分に遵守させるように指導しなければならない。 

⑥ 事業の執行状況及び経理状況を調査するため、事業の実施中又は終了後に厚生労働

省による現地調査を行う場合があること。 
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